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はじめに
　本研究では、韓国における校長の任用制度について、法令的

規定や政策動向について調べ、校長職の資格及び任用の制度的

特徴を明らかにすることを目的とする。その際、校長任用制度

の中で昇進任用制を中心に取り上げることにする。

　今日、大きな社会変化に伴い、学校教育の問題が複雑化・多

様化しており、各学校の状況に応じた対応が求められている。

それに対応していくためには、各学校の自主性・自律性を保障

し、児童生徒の現状や教育の課題、家庭・地域の特性に合わせ

た学校改善を進めていく必要がある。各学校への権限移譲に

よって学校の自律性を確保するとともに、それぞれの学校が教

育成果に対してアカウンタビリティを果たしていくことが期待

されている１。

　学校の役割を果たしていく際に、学校組織において要になる
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のが、校長と副校長、教頭という学校管理職である。特に、学

校運営の最高責任者としての校長の役割は重要であり、校長の

専門性とリーダーシップによって学校教育の成果が大きく左右

されることから、校長の資質能力を高めることが求められている。

　このような背景から、2000年代以降、校長の任用制度の改

革、校長の養成プログラムの検討などが行われている。中央教

育審議会答申「教職全体の生活を通じた教員の総合的向上政策

について」（2012年）、中央教育審議会研究協力者会議報告「大

学院段階の教員養成の改革と充実について」（2013年）において、

学校管理職の職能開発のシステム化、現職研修のプログラム化、

教職大学院を中心とした理論と実践の往還を重視する養成プロ

グラムの開発について提言がなされた。また、小島（2004）は

校長の資格・養成と大学院の役割について検討を行い、高度の

専門性を有した校長養成のために、大学院での現職教育や新た

な任用資格認定の法制化について論じている２。そして、日本

教育経営学会は校長の専門職基準を2009年に策定し（2012年に

一部改訂）、求められる校長像とその力量について公表してい

る３。

　このように資質能力の高い校長を養成していくために、どの

ような制度的仕組みと運用が必要であるかが検討され、校長の

任用資格認定の法制化や現職研修の充実化、大学院レベルでの

養成が課題とされている。このような日本の校長養成の課題に

対して、韓国では、国レベルで校長の資格要件及び任用基準の

法令化を行い、任用前研修を義務づけ、校長の資質能力を保証

しようとする校長任用制度を実施している。そこで、本研究で

は韓国で行われている校長任用制度を取り上げ、その特徴を明

らかにすることで、高い専門性を持つ校長養成のために必要な

制度設計と運用方法について検討することにする。

　韓国は、歴史的に近代的な教育システムの確立において日本

の影響を受けており、教育行政システム及び学校経営に関わる

制度的条件も日本と類似している。戦後は、日本と同様にアメ

リカの教育制度や教育行政システムの影響を受けながら、韓国

がおかれている社会文化的背景の下、独自の教育制度と教育行

政・学校経営システムを発展させてきた。特に、1990年代以降

は、初の文民政権である金泳三政権において、教育の国際化・

民主化を進めるために「５・31教育改革案」と呼ばれる「新教

育体制樹立のための教育改革方案」（教育改革委員会、1995）

が発表され４、中央政府から地方への権限移譲による地方分権

化、地方教育行政から単位学校への権限移譲、学校の自律性の

拡大が進められた。すなわち、これらの動きの具体的改革とし

て、教育の地方自治、学校運営委員会（日本の学校運営協議会

に当たる）の導入、招聘校長・招聘教員制度の実施などが行わ

れ、このような方向性は今日に至るまで続けられている５。

　一方、日本では学校管理職に関する研究が進められ、アメリ

カ、イギリスなどの欧米諸国の取り組みについての分析は行わ

れているが６、韓国の校長職に関する研究はあまり見当たらな

い。例えば、国立教育政策研究所の学校管理職育成に関する調

査研究（2014）では、欧米諸国の校長養成を中心に現状を確か

めているが、韓国の校長養成については資格要件や任用前研修

について簡単な概要を提示するに止まっている７。また、元兼

（2011）は韓国の校長養成システムの中で校長資格研修を中心

に述べている８。このように韓国の学校管理職養成に関する概

要の紹介はあるものの、校長の資格・任用システムを俯瞰的に

捉え、韓国の校長任用制度の全容を解明した研究は行われてい

ない。

　日本と類似した制度的土台を持つ韓国の校長任用制度は、日

本の校長任用システムを研究する際に、有効な分析の視点を提

供し示唆を与えてくれるものである。したがって、本稿では、

韓国の校長任用制度について、校長資格・任用に関する法令的

規定及び制度的特徴を詳しく分析し、その全体像を明らかにし

ていきたい。主な研究課題は次の通りである。第一に、韓国に

おける校長の資格制度の法令的根拠と制度的特徴について述べ

る。第二に、韓国の校長任用制度の中で昇進任用制に注目し、

その法令的根拠、昇進任用の仕組みと手続きなどについて分析

し、そこからどのような資質能力の育成が図られているのかを

明らかにする。

Ⅰ．韓国における校長の資格制度
　ここでは、韓国における校長の資格制度に関する法令的規定

を検討し、それに基づいて校長の資格制度がどのような特徴を

持つのかについて明らかにする。

１．校長の資格基準と資格認定の規定

　校長の資格基準については、「初・中等教育法」第21条第１項、

「教育公務員法」第７条、「教員資格検定令」第23条及び別表に

規定されている。これらの法令では、校長の資格基準について

次のように示されている。

　まず、「初・中等教育法」第21条第１項（表１）において、

校長は一定の資格基準に該当する者であり、大統領令の定める

ところにより、教育部（日本の文部科学省に当たる）長官が検

定・授与する資格証を有することが求められる。つまり、校長

になるには校長資格証の取得が必要であり、そのためには一定

の基準を満たし、検定を受けなければならない。「教員資格検

定令」第19条第１項によると、校長資格検定は無試験検定であ

表１　校長の資格

「初・中等教育法」第21条（教員の資格）
①校長と校監は、別表１の資格基準に該当する者として、大
統領令で定めるところにより教育部長官が検定・授与する資
格証を持つ者でなければならない。

出典：「初・中等教育法」第21条から筆者作成
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り、校長の資格基準を満たした者は随時書類審査で検定が行わ

れ、教育部長官から資格証が授与される。

　「初・中等教育法」別表１に示された校長の資格基準は表２

の通りであり、初・中等学校校長の資格基準の種類をまとめる

と次の通りである。第一に、当該学校段階の校監（日本の教頭

に当たる）の資格証を持ち、３年以上の教育経歴と一定の再教

育を受けることである。韓国では、大半の校長が、この基準に

よって校長資格証を取得し、校長に昇進する。この規定で示さ

れた一定の再教育とは「校長資格研修」を意味する。この再教

育プログラムは「教育公務員昇進規定」、「教員等の研修に関す

る規定施行規則」に基づいて行われている。

　第二に、学識・人徳の高い者として、大統領令で定めた基準

に該当すると教育部長官から認定を受けることである。校長の

資格を認定する大統領令とは、「教員資格検定令」第23条及び

別表である。その内容は表３と表４の通りである。この規定で

は、校長資格認定基準として、大学卒業または同等以上の学歴

があり、①５年以上の教育経歴または教育行政経歴を持つ５級

以上の国家公務員や地方公務員、②５年以上の教育経歴または

教育行政経歴を持つ奨学官や教育研究官（日本の指導主事に当

たる）などの教育行政専門職、③９年以上の教育経歴または教

育行政経歴がある者という基準が示されている。このような経

歴を持つ者に対して、教育部長官が校長資格を認定した場合は

校長資格証が交付され、６ヵ月以内に任用されることになって

おり、３年の範囲内で一定期間中に校長資格研修の履修が必要

となる。

　第三に、公募校長として選抜された後、校長の職務遂行に必

要な教養科目、教職科目等、教育部令で定める研修課程を履修

することである。韓国では2007年以降、教育監（日本の教育長

に当たる）から指定された初・中等学校において、各学校が校

長を公募し、学校運営委員会の審議を経て教育監に校長を推薦

し、教育監から指名を受けるという「校長公募制」を導入して

いる。この場合も「教員資格検定令」別表（表４）に提示され

た校長資格認定基準を満たす必要があり、例えば、15年以上の

初等学校以上の教育経歴または教育行政経歴を持つ者は、校長

資格証がなくても校長に応募でき、公募校長として選出される

ことがある。

　上記以外にも、初・中等教育法第21条及び別表１（表１、表

２）により、特殊学校（日本の特別支援学校に当たる）の校長

資格証を持つ者、中等学校の場合は、教育大学・専門大学（日

本の短期大学に当たる）の学長として勤務した経歴を持つ者も

校長資格が認定されれば、校長として任用できる。

表３　校長の資格認定の規定

「教員資格検定令」第23条（校長・園長の資格認定）
① 「幼児教育法」別表１において園長の資格基準欄第２号と「初・

中等教育法」別表１において中等学校の校長欄第２号、初等
学校の校長第２号及び特殊学校の校長欄第３号による資格認
定基準は、別表２の校長及び園長の資格認定基準とする。

② 教育部長官は、第１項の規定によって校長または園長資格を
認定する際には、その資格証を交付した日から６ヵ月以内の
期間内に任用予定学校に任用し、３年の範囲で教育部長官が
定める期間の間、任用予定学校に勤務しながら、一定期間内
で資格研修を履修するよう条件を付けることができる。

出典：「教員資格検定令」第23条から筆者作成

表４　校長の資格認定基準

学校段階 資格認定基準
初・中等
学校

１ ．大学卒業者または同等以上の学歴がある者と
して、次の各号の１に該当する者

　イ ．５級以上の国家公務員や地方公務員として、
５年以上の教育経歴または教育行政経歴があ
る者

　ロ ．奨学官や教育研究官として、５年以上の教
育経歴または教育行政経歴がある者

　ハ ．９年以上の初等学校以上の教育経歴または
教育行政経歴がある者

２ ．15年以上の初等学校以上の教育経歴または教
育行政経歴がある者

出典：「教員資格検定令」別表１、別表２から筆者作成

２．校長任用の概要

　以上のような校長の資格基準に関する法的規定に基づき、韓

国における校長任用の概要をまとめると、次の通りである。第

一に、最も一般的な経路は、韓国の教員資格制度の下で、２級

正教師→１級正教師→校監→校長というルートを辿る昇進任用

表２　学校段階別校長の資格基準

学校段階 校長の資格基準
初等学校 １ ．初等学校の校監資格証を持ち、３年以上の教

育経歴と一定の再教育を受けた者
２ ．学識・人徳の高い者として、大統領令で定め

る基準に該当すると教育部長官から認定を受け
た者

３．特殊学校の校長資格証を持つ者
４ ．公募校長として選抜された後、校長の職務遂

行に必要な教養科目、教職科目等、教育部令で
定める研修課程を履修した者

中等学校 １ ．中等学校の校監資格証を持ち、３年以上の教
育経歴と一定の再教育を受けた者

２ ．学識・人徳の高い者として、大統領令で定め
る基準に該当すると教育部長官から認定を受け
た者

３ ．教育大学・専門大学の学長として勤務した経
歴を持つ者

４ ．特殊学校の校長資格証を持つ者
５ ．公募校長として選抜された後、校長の職務遂

行に必要な教養科目、教職科目等、教育部令で
定める研修課程を履修した者

出典：「初・中等教育法」別表１から筆者作成
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である９。最短で２級正教師３年、１級正教師３年、校監３年

の経歴で校長資格を取得することができるが、実際に校長に

なるためには、経歴評定において教職経歴に関する規定があ

り、この経路での校長昇進には20年以上の教職経験が求められ

ている10。第二に、教育行政専門職（奨学官、教育研究官など）

の場合は、校長の資格認定基準に基づき、校長資格証を取得し

校長に任用される。この場合は教育行政専門職の転職任用にな

るが、教育経歴が10年以上で、教育行政専門職として10年以上

勤務した場合は、職位に関係なく校長として昇進任用できる11。

第三に、公募校長として選出された場合の校長任用である。校

長公募制は、2007年からモデル校が運営され、2011年に法的根

拠が明確になっており12、「初・中等教育法」第21条関連別表

１に示された資格基準を満たし、公募校長として選ばれた場合

は、国公立初・中等学校に校長として任用される。

　このように韓国では校長の資格基準によって、３つの校長任

用のルートがあり、実際には校監から昇進するルートの割合が

多いが、現在、公募校長の割合を増やしていこうとする動きが

見られる。

３．校長の資格制度の特徴

　ここまで、韓国における校長の資格基準と校長資格認定基準

の法令的規定を確かめ、校長資格制度の仕組みとその内容を明

らかにした。また、これらの法令的基準に基づき、３つの校長

任用の経路があることを述べた。このような韓国の校長資格制

度の特徴をまとめると次の通りである。

　第一に、韓国では国家レベルで校長の資格基準と資格認定基

準を定めており、それに基づき校長資格証を取得する必要が

ある。このような仕組みがあるということは、校長職が専門

職であり、校長資格証を取得することで、専門職としての能力

を身につけていることを法的に認証しているということであ

る13。また、校長の任用においても、任命権者が大統領であり、

校長の資質能力が国家レベルで管理されている。この任命権は

教育部長官に委任、そして教育監に再委任され、実際には地方

教育行政の実情に合わせた人事行政が行われるシステムになっ

ている。第二に、校長資格基準において教育経歴年限が規定さ

れ、教職経験が重視されている。それにより、法令的資格基準

と実態としての校長資格取得には乖離があり、部長教師（日本

の主任に当たる）や校監の経歴は必修ではないが、校長任用の

経路となっている14。第三に、校長資格証を取得するためには、

校長資格研修という校長候補者の直前教育を受ける必要がある。

これは校長の昇進規定と密接な関連があり、校長資格研修対象

者として教育監の指名を受ける必要がある15。このような研修

システムにより、校長に必要な資質能力を高め、校長の専門性

を担保しようとしている。第四に、教員資格や校長資格がない

場合でも初・中等学校の校長に任用できる校長資格認定基準が

設けられている。実際に、教員の経歴がない場合や校監の経験

がない教員が校長になれる道は、一部の専門高校、自律学校に

限られていたが16、最近、校長資格がなくても任用できる公募

校長を増やしていくための改革が進められている。第五に、校

長資格基準には、校長に求められている職務能力に関する具体

的な基準は規定されておらず、校長資格制度の課題となってい

る。校長資格基準には、教育経歴の年限、再教育の履修等に関

する規定はあるものの、校長職に必要な資質能力を確かめる基

準は示されていない17。

　現在、校長資格制度の法令的規定に関して、その枠組みを大

きく変えるための議論はあまり見られない。現行の資格制度の

枠組みの中で、既存の昇進任用制を維持しながら、その他に多

様な任用制度を導入しようとする動きが見られ、校長資格制度

に関する法令的規定は微調整の範疇で改定が行われている。そ

の内容は、教育の専門性を重視しながら、校長資格を取得する

ための再教育を通して、校長の資質能力を担保していく仕組み

になっている。また、後述する昇進任用制度における教員・校

監の勤務成績評定が校長の資質能力を確かめる機能を担ってい

るといえる。

Ⅱ．校長の昇進任用制の法令的規定及び評定内容
　韓国における校長の資格と任用の方法について述べたが、以

下では、校長任用において最も大きな比重を占める昇進任用制

について述べることにする。

　校長の昇進任用については、「教育公務員法」、「教育公務員

任用令」、「教育公務員昇進規定」において詳細に規定されてい

る。これらの法令を分析することで、韓国において校長の資質

能力がどのように捉えられ、任用制度に反映されているのかを

確かめることができる。主に、昇進任用における評定項目と評

定要素、評定内容について分析を行い、韓国における校長の昇

進任用制の特徴と現状について述べることにする。

１．校長の昇進任用に関する法令的規定

　「教育公務員法」における校長の昇進任用についての規定を

確かめると表５の通りである。

　「教育公務員法」第13条において、教育公務員の昇進任用は、

「教育公務員任用令」の定めるところにより、経歴評定、再教

育成績、勤務成績、その他の証明できる能力に応じて行うこと

になっている。また、教育公務員任用権者または任用請求権者

は、資格別昇進候補者名簿を順位に応じて作成し、これに基づ

いて昇進任用、昇進任用請求する（「教育公務員法」第14条）。「教

育公務員昇進規定」によると、校長昇進候補者名簿作成におい

て、評定項目の点数配分は、経歴評定70点、勤務成績評定100

点、研修成績評定18点であり、その他に加算点評定（該当者の

み）がある。　
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表５　教育公務員の昇進及び昇進候補者名簿に関する規定

「教育公務員法」第13条（昇進）
教育公務員の昇進任用は、同一の種類の職務に従事する下位
の職級の者の中から大統領令が定めるところにより、経歴評
定、再教育成績、勤務成績、その他の証明できる能力に応じ
て行う。

「教育公務員法」第14条（昇進候補者名簿）
① 教育公務員の任用権者または任用請求権者は、第13条及び

大統領令に定めるところにより、資格別昇進候補者名簿を
順位に応じて作成し、揃えておかなければならない。

② 教育公務員を昇進任用あるいは昇進任用請求する際に、欠
員の職位に関する昇進候補者名簿の順位に従って、欠員職
位において昇進任用しようとする人数の３倍数以内の者か
ら行う。ただし、大統領令が定める特別な資格がある者を
昇進任用あるいは昇進任用請求する場合はこの限りではな
い。

出典：教育公務員法第13条、第14条に基づいて筆者作成

２．昇進任用における評定内容

　以下では校長の昇進任用の評定項目について、「教育公務員

昇進規定」に基づいてまとめることにする。

（１）経歴評定（第３条～第15条）

　経歴評定がどのような基準で行われているのかを、「教育公

務員昇進規定」に基づいて確かめることにする。主な評定要素

として、評定者、評定時期、経歴の種類と期間、評定対象の経

歴、採点方法についてまとめると表６の通りである。

　「教育公務員昇進規定」において、経歴評定は当該教育公務

員の人事記録カードに基づいて行われるが、校長昇進任用のた

めの経歴評定の具体的内容を見ると、次の通りである。経歴の

評定者と確認者は昇進候補者名簿作成権者であり、校長の場合

は市・道教育監である。経歴の種類と評定期間は基本経歴15年

と超過経歴５年である。合計20年で評点が満点の70点になる。

評定対象となる経歴は、教育経歴、教育行政経歴、教育研究経

歴、その他の経歴である。

　経歴評定は、2007年に「教育公務員昇進規定」が改定され、

基本経歴を20年から15年に短縮し、満点の点数も90点から70点

になっている18。これは、昇進任用評定において経歴の比重を

減らすことで、これまで長年の教職経験が求められていたこと

に対して、より早い段階から校長に昇進できるシステムへの改

善を図っている。

（２）勤務成績評定（第16条～第27条）

　2007年に「教育公務員昇進規定」が改定されたことによって、

勤務成績評定についてはより体系的な規定に整理されている19。

特に、校長昇進対象者である校監、奨学士、教育研究士に対す

表７　校監の勤務成績評定の主な内容

評定
事項

評定要素
及び配点

評定内容

勤務
遂行
態度

教育公務員
としての態度

（20点）

教育者として品性があり、職務に充実
であるか。
公職者としての使命感と職務に対する
責任感を持ち、自ら進んで職務を遂行
しているか。

勤務
実績
及び
勤務
遂行
能力

教育活動及び
教育研究支援

（40点）

学校が置かれている問題を把握し、改
善しようとする努力が適切であるか。
教師と学生の教育活動に対する教育的
配慮が適切であるか。
教師の資質・能力・経験によって学年
及び業務を適切に配置し、支援してい
るか。
教員の研究・研修活動の推進及び支援
が効果的に実施されているか。

教員支援
（20点）

教師に必要な指導助言活動の推進及び
支援を効率的に実施しているか。
教職員の服務・福利厚生等に関して必
要な配慮をしているか。
授業改善のために必要な資源を効率的
に支援しているか。
教員の人事に関連する意見を適切及び
公正に反映しているか。

行政・
事務管理

（20点）

事務処理が合理的で正確であり、適切
であるか。
校内のすべての規定を適切に適用し、
整備しているか。
教育施設・設備を教育活動に効果的に
運営しているか。
学校の安全管理及び保安に適切な処置
をしているか。

出典：「教育公務員昇進規定」別紙第３号書式に基づいて筆者作成

表６　校長昇進任用のための経歴評定の主な内容

区分 主な内容
評定者
及び
確認者

経歴の評定者と確認者は昇進候補者名簿の
作成権者である。初・中等学校の校長の場
合は市・道教育監である。

評定時期 年度（３月１日から２月末まで）の終了日
を基準に定期的に実施する。

経歴の種類
及び
評定期間

経歴評定の対象になる経歴は、基本経歴と
超過経歴に区分する。基本経歴は評定時期
から15年、超過経歴は基本経歴の前の５年
を評定期間とする。

評定対象経歴 教育経歴・教育行政経歴・教育研究経歴及
びその他の経歴が対象であり、経歴の種類
と等級別に区分する。

経歴評定の
採点

経歴評定の採点は、基本経歴の評定点数と
超過経歴の評定点数を合算し、基本経歴15
年、超過経歴５年の場合、満点の70点にな
り、基本経歴64点、超過経歴６点の割合で
ある。

結果公開 評定対象者から公開が求められた場合、結
果を知らせなければならない。

出典： 「教育公務員昇進規定」第３条～第15条、キム・イギョン他（2008）p.65、パク・
サンワン（2018）p.262に基づいて筆者作成
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る規定が明確になっている。

　その中で、校長昇進の対象となる校監の場合を中心に、「教

育公務員推進規定」第16条から第27条までの規定に基づいて、

勤務成績評定の具体的な内容をまとめることにする。校監に対

する勤務成績評定の主な内容は、表７の通りである。

　評定事項は、勤務遂行態度及び勤務実績・勤務遂行能力に区

分される。勤務遂行態度では、教育公務員としての態度として、

教育者としての品性、使命感及び責任感について評価している。

勤務実績・勤務遂行能力では、①教育活動及び教育研究支援、

②教員支援、③行政・事務管理の３つの要素で評価が行われて

いる。

　評定対象者は毎年度の終了日を基準に自らの業務遂行実績に

ついて自己実績評価書を作成して提出する。勤務成績の評定者

と確認者については、昇進名簿作成権者が定めることになって

おり、校監の場合は、評定者は当該学校の校長であり、確認者

は市・道教育監である。評価対象者の自己実績評価書に基づい

て評価が行われ、勤務成績の評定点は100点満点であり、評定

事項の点数の割合は勤務遂行態度が20点、勤務実績及び勤務遂

行能力が80点である（「教育公務員昇進規定」第16条～第27条）。

　校監の勤務成績評定の評定事項・要素と評定内容から読み取

れる学校管理職の資質能力は次の通りである。まず、教育者と

しての基本的品性、使命感・責任感が求められるとともに、学

校管理職として、学校の教育活動及び教育研究への支援のため

の専門性とリーダーシップである。次に、学校組織の構成員で

ある教員の福利厚生、教員の教育研究活動への支援及び指導な

どにおける専門性とリーダーシップである。さらに、学校の施

設・設備の整備、安全管理、学校規定の整備及び事務処理など

の行政・事務管理における専門性とリーダーシップである。韓

国における校長の昇進任用において、勤務成績評定は大きな比

重を占めており、校長の職務遂行の基盤となるこれらの資質能

力が重視されているといえる。

（３）研修成績評定

　研修成績評定は「教育公務員昇進規定」第29条から第39条ま

での規定において示されている。研修成績評定は大きく教育成

績評定と研究実績評定に区分され、18点を満点とする。さらに、

教育成績評定（15点満点）は職務研修成績と資格研修成績に分

けられる。職務研修及び資格研修については「教員等の研修に

関する規定」に基づいて、評定の対象となる研修が指定される。

また、研究実績評定（３点満点）は研究大会入賞実績と学位取

得実績に区分される。このような研修成績評定の内容をまとめ

ると、表８の通りである。

①教育成績評定（第29条～第33条）

　まず、教育成績評定をまとめると次の通りである。職務研修

成績と資格研修成績に区分され、配点は職務研修の６点と資格

研修の９点を合わせて15点である。職務研修評定は、「教員等

の研修に関する規定」に指定された研修機関等で10年以内に履

修した60時間以上の職務研修成績によって算出され、６点を満

点とする。資格研修評定は、昇進対象職位と最も関連のある資

格研修が対象となることから、校長昇進対象者は校長資格研修

の成績によって算出され、９点を満点とする。

②研究実績評定（第34条～第37条）

　次に、研究実績評定である。研究実績評定は、研究大会入賞

実績と学位取得実績で評価される。評定点は最大３点である。

研究大会入賞実績評定は、全国レベルあるいは市・道レベルで

指定された研究大会において、入賞した研究実績の一つのみを

対象として評定する。学位取得実績評定は、当該職位で修士ま

たは博士学位を取得した場合に、取得学位の一つを評定の対象

とする。

　上記のような研修成績評定の内容から、校長になるためには

研修を通して教職のライフコースに合わせて常に資質能力を開

発し、成長していくことが奨励されていることがわかる。また、

表８　研修成績評定の主な内容

区分 下位
要素

評定内容

教育
成績
評定

職務
研修
成績

・10年以内60時間以上研修（６点満点）
・ 教育公務員が転職した場合は、転職前の

職位において履修した職務研修を含め
て評定する。

資格
研修
成績

・ 昇進対象職位と最も関連のある資格研修
の成績一つのみを評定対象とする。

　（９点満点）
研究
実績
評定

（最大３点）

研究
大会
入賞
実績

・ 当該職位において、全国レベルの研究大
会で入賞した研究実績と市・道レベルの
研究大会で入賞した研究実績が対象で
あり、年１回に限って評定する。

入賞等級 全国レベル
研究大会

市・道レベル
研究大会

１等級 1.50点 1.00点
２等級 1.25点 0.75点
３等級 1.00点 0.50点

学位
取得
実績

・ 当該職位において、修士または博士学位
を取得した場合、取得学位のうち一つを
評定対象とし、教育公務員が転職した場
合は、転職前の職位での学位取得実績を
含めて評定する。

博士 職務と関連のある学位３点、
その他の学位1.5点

修士 職務と関連のある学位1.5点、
その他の学位１点

出典： 「教育公務員昇進規定」第29条～第37条、キム・イギョン他（2008）p.67-68、
パク・サンワン（2018）pp.266-267に基づいて筆者作成
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教員の研究活動及び大学院での再教育を通しての資質能力の向

上も重視されており、このような考え方が校長昇進の評定に反

映されている。

（４）加算点（第41条）

　「教育公務員昇進規定」第41条によると、上記の評定に加えて、

加算点が合算されることがある。加算点は共通加算点と選択加

算点に区分される。共通加算点では、教育部長官指定の研究学

校、在外国民教育機関での勤務、学校暴力の予防・対応の実績

などが評価される。選択加算点では、島嶼僻地や農漁村の教育

機関や教育行政機関での勤務等によって点数が加算される。

　これらの加算点評定（表９）に示されているように、校長昇

進において多様な教職経験が重視されている。特に学校現場の

様々な課題に積極的に取り組む姿勢を高く評価し、そのような

実践を行った教員にアドバンテージを与えている。

表９　加算点の主な内容

共通
加算点

・教育部長官指定研究学校
・在外国民教育機関に派遣勤務
・指定された職務研修
・学校暴力の予防及び対応の実績がある場合
・合計３点

選択
加算点

・島嶼僻地教育機関及び教育行政機関勤務
・ 農漁村教育の振興のために特別に指定した地域

の学校勤務
・ その他、名簿作成権者が認定した教育発展や専

門性向上に関連する経歴や実績
・ 合計10点以下、評定期間６ヵ月前に評定基準公

開
出典： 「教育公務員昇進規定」第41条、パク・サンワン（2018）pp.269に基づいて筆

者作成

３．校長の昇進任用制の特徴

　以上で、校長の昇進任用制に関して、法令的規定と昇進任用

の評定項目である経歴評定、勤務成績評定、研修成績評定、加

算点の具体的内容について検討を行った。韓国の校長の昇進任

用システムは、国レベルの基準によって管理されており、体系

化・具体化された昇進評定に基づいて運用されている。また、

校長への昇進任用において公正な手続きを重視しており、経歴、

勤務状況、研修などの多角的な視点から学校管理職の資質能力

が評価されている。

　まず、経歴評定では、2007年に「教育公務員昇進規定」が改

定され、基本経歴年限の短縮や配点の縮小が見られ、昇進任用

において経歴の比重を減らしている。つまり、長年の教職経験

が重視される基本方向は変わらないが、より早い段階から校長

に昇進できるシステムへの改善を図っている。

　次に、勤務成績評定においては、教育者としての基本的品性、

使命感・責任感が求められるとともに、学校管理職として、学

校の教育活動及び教育研究への支援、教員の教育研究活動への

支援と指導、学校経営・事務管理に関する専門性とリーダーシッ

プが重視されている。

　また、研修成績評定の内容を見ると、教員が研修や研究活動

を通して教職のライフコースに合わせて常に資質能力を開発し、

成長していくことが奨励されている。そして、大学院レベルで

の学びを通した学校管理職としての専門性の向上を評価してい

る。

　さらに、加算点評定から、教職における多様な経験を重視し

ていることがわかる。特に学校現場の様々な課題に取り組む姿

勢を重視し、そのような実践を行った教員の学校管理職への昇

進を推し進めている。

　韓国における校長の昇進任用制は、これまで長年の教職経験

を重視していたところから、実際の勤務実績に基づいて校長と

しての資質能力を評価するという方向への変化が見られる。ま

た、教員が研修や研究活動、大学院での再教育を通して絶えず

職能成長していくことが求められている。

おわりに
　本研究では、韓国の校長任用制度について、校長資格、任用

に関する法令的規定及び制度的特徴を詳しく分析し、その全体

像を明らかにした。特に、校長の昇進任用制に注目し、法令的

根拠に基づき昇進評定の主な基準と具体的内容について分析を

行った。

　まず、韓国における校長の資格基準と校長資格認定基準の法

令的規定を確かめ、校長資格制度の仕組みとその内容を明らか

にした。その特徴をまとめると、次の通りである。第一に、韓

国では、国家レベルで校長の資格基準と資格認定基準を定めて

おり、それに基づき校長資格証を取得する必要がある。第二に、

校長資格基準では教育経歴年限が規定されており、教職経験が

重視されている。第三に、校長資格証を取得するためには、教

育監から指名を受け、校長資格研修という校長候補者としての

直前教育を受ける必要がある。第四に、教員資格や校長資格が

ない場合でも初・中等学校の校長に任用できる校長資格認定基

準が設けられている。最近、校長資格がなくても任用できる公

募校長を増やしていくための改革が進められている。

　次に、昇進任用制について、法令的根拠、仕組みと方法など

について分析し、そこから読み取れる校長としての資質能力に

ついて検討した。韓国の昇進任用システムは、体系化・具体化

された国レベルの基準によって管理されており、多角的な視点

から校長の資質能力が評価されている。その特徴は次の通りで

ある。第一に、基本経歴年限の短縮や配点の縮小が見られ、昇

進任用において経歴の比重を減らしている。第二に、校長に求

められる資質能力として、教育者としての基本的品性、使命感・

責任感とともに、学校の教育活動及び教育研究への支援、教員

の教育研究活動への支援と指導、学校経営・事務管理に関する
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専門性とリーダーシップが重視されている。第三に、教員が研

修や研究活動、大学院での再教育を通して、教職のライフコー

スに合わせて資質能力を開発し、成長していくことが奨励され

ている。第四に、教職における多様な経験が重視され、特に学

校現場の様々な課題に取り組む姿勢が評価されている。

　韓国の校長任用制度は教職経験を重視していたところから、

実際の勤務実績に基づいて校長としての資質能力を評価する方

向への転換が進められている。しかしながら、現行の校長資格

基準では、校長に求められている職務能力に関する具体的な基

準が示されていない。昇進任用の規定においても、教員の昇進

任用の公正さを重視するあまり、校長の資質能力を評価する基

準としては不十分であるという指摘を受けている。また、教職

経験を重視する基本方針は維持されており、比較的早い段階で

の校長昇進は難しい現状である。

　韓国ではこのような課題に対応するために、公募任用制によ

る校長任用の割合を増やしていくための取り組みが行われてい

る。今後、公募任用制導入の背景、制度的枠組みとその内容、

公募任用制による校長任用の現状について検討が必要である。

また、校長の資質能力を育成するにあたって校長資格研修が重

要な役割を果たしており、校長資格研修の法令的規定、実際の

研修内容について検討し、目指されている校長像を確かめる必

要がある。これらの分析については、今後の研究課題としたい。

付記

　本研究は、科学研究費基盤研究（A）課題番号18H03654（研

究課題：校長のリーダーシップ発揮を促進する制度的・組織的

条件の解明と日本の改革デザイン、研究代表者：浜田博文）の

助成による研究成果の一部である。
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